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令和６年度木津川市公共下水道事業会計予算 

 

 

（総則） 

第１条 令和６年度木津川市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数               ２９，１００戸 

（２）年間総排水量          ７，２００，０００㎥ 

（３）１日平均排水量            １９，７２６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   ①管渠面整備事業 

   ②施設更新事業 

   ③流域下水道建設費負担事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収入 

 第１款 下水道事業収益       ２，５７７，１４２千円 

  第１項 営 業 収 益       １，１８９，５３９千円 

  第２項 営業外収益       １，３８７，６０２千円 

第３項 特 別 利 益               １千円 

   

支出 

 第１款 下水道事業費用       ２，５７７，１４２千円 

  第１項 営 業 費 用       ２，４４２，２３２千円 

  第２項 営業外費用         １３１，５６０千円 

第３項 特 別 損 失             ３５０千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本 

的支出額に対し不足する額５３１，１３９千円は、過年度分損益勘定留保資金１２１， 

５４０千円及び当年度分損益勘定留保資金４０９，５９９千円で補てんするものと 

する。） 
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収入 

 第１款 資本的収入         １，３２３，６５９千円   

  第１項 企 業 債         ６５５，６００千円 

  第２項 他会計出資金          ４２，１９９千円 

  第３項 他会計補助金          ７９，７６０千円 

  第４項 国庫補助金         ５４６，１００千円 

   

支出 

 第１款 資本的支出         １，８５４，７９８千円 

  第１項 建設改良費        １，２８１，３７０千円 

第２項 企業債償還金         ５７３，４２８千円 

   

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め 

る。 

事   項 期   間 限 度 額 

 

令和６年度木津川市公共下

水道加茂浄化センターの建

設工事委託に関する協定 

（日本下水道事業団委託） 

 

 

令和６年度から 

令和７年度まで 

 

 

 

１，４０４，０００千円 

 

木津川上流流域関連木津川

市公共下水道事業計画変更

業務 

 

 

令和６年度から 

令和７年度まで 

 

 

９，０００千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め 

る。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業 
５００，６００千円 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

年４．０％

以内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定すると

ころによる。 

 ただし、企業財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は、繰

上償還若しくは低

利に借換すること

ができる。 

流域下水道

事業 
１５５，０００千円 

計 ６５５，６００千円 ― 

 

 

  ― 

 

 

    ― 

 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定 

める。 

（１）下水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ 

ばならない。 

（１） 職員給与費           ９２，５３５千円 
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（他会計からの補助金） 

第１０条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額 

は、２２８，２１７千円である。 

 

令和６年２月２２日提出 

 

                      木津川市長  谷口 雄一 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記    

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

   

（１）固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  建物        ５０年 

構築物       １０年～５０年 

機械及び装置    ６年～３０年 

工具器具及び備品  ４年～１５年 

・無形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  施設利用権     ３８年 

 

（２）引当金の計上方法 

・退職給付引当金 

市長と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱いに関する

覚書」に基づき、引当金は計上していない。 

 

・賞与等引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の 

支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年 

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して 

いる。 

 

・貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる 

額を計上している。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１）企業債に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算 

して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると 

見込まれる額は、２，７６６，８４０千円である。 

 

（２）引当金の取崩し 

貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、 

同額を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から７，２１３千円を取り崩し、 

賞与等を支払う見込みである。 

 

４ セグメント情報 

 

セグメントの概要 

木津川市公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメント 

のため、記載を省略している。 



１．収益的収入及び支出

（１）　収　　　入

予　定　額

1 ．下水道事業収益 ２,５７７,１４２

1 ．営業収益 １,１８９,５３９

1 ．下水道使用料 １,１６１,１５９

2 ．他会計負担金 ２７,４６４

3 ．その他営業収益 ９１６

2 ．営業外収益 １,３８７,６０２

1 ．他会計負担金 ３５７,７２２

2 ．他会計補助金 １４８,４５７

3 ．長期前受金戻入 ８８１,０００

4 ．雑収益 ４２３

3 ．特別利益 １

1 ．過年度損益修正益 １

２,５７７,１４２

（２）　支　　　出

予　定　額

1 ．下水道事業費用 ２,５７７,１４２

1 ．営業費用 ２,４４２,２３２

1 ．管渠費 ３１,１７３

令和６年度木津川市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

収 　入 　合 　計

款 項 目
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（単位：千円）

1 ．下水道使用料 １,１６１,１５９

1 ．雨水処理負担金 ２７,４６４ 雨水負担分

1 ．下水道手数料 ９１５ 排水設備申請審査・検査手数料 他

2 ．雑収益 １ コピー代

1 ．一般会計負担金 ３５７,７２２

1 ．一般会計補助金 １４８,４５７

1 ．長期前受金戻入 ８８１,０００

1 ．占用料 ４２２ 下水道財産占用料

2 ．その他雑収益 １

1 ．過年度損益修正益 １

（単位：千円）

1 ．被服費 １５０ 作業服等購入費

2 ．備消品費 ５０

3 ．光熱水費 ４,２００ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ稼働用電気代

4 ．印刷製本費 １００ 図面青焼代

5 ．通信運搬費 ８６４ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ通報用電話代

6 ．委託料 １０,３７５ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ維持管理業務委託料　他

7 ．手数料 １９ 機器更新手数料

8 ．使用料 ２ 電波利用料

9 ．賃借料 ２６６ 土地賃借料 他

10 ．修繕費 １０,０９３ 管渠修繕料 他

11 ．材料費 ５０ 管渠原材料費

12 ．工事請負費 ５,００４ 管渠管理工事費

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2 ．処理場費 １３７,４６０

3 ．雨水幹線維持管理費 ８,２８３

4 ．普及指導費 ３００

5 ．業務費 ６９,０５８

6 ．総係費 ７２,４２３

款 項 目
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1 ．備消品費 １００

2 ．燃料費 ２９５ 施設稼働用ガス、重油代

3 ．光熱水費 ２１,８０５ 施設稼働用電気、水道代

4 ．委託料 １０９,１４３ 運転管理等委託料 他

5 ．修繕費 ６,０００ 処理場修繕料 他

6 ．保険料 １１７ 全国市有物件災害共済会分担金

1 ．光熱水費 ５８ 樋門電気代

2 ．委託料 ５９５

3 ．工事請負費 ７,６３０ 雨水幹線維持工事費

1 ．補助及び交付金 ３００ 水洗便所改造費助成金 

1 ．委託料 ６５,８５８ 使用料徴収事務委託料　他

2 ．貸倒引当金繰入額 ３,２００

1 ．給料 ２６,８３１ 職員６名分、再任用職員１名分

2 ．手当 １３,８７３ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ３,７６１ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 １３,１０７ 職員共済組合負担金　他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ７３０ 翌年度法定福利費分（１２～３月分）

6 ．旅費 ４５ 出張旅費　他

7 ．備消品費 ３５０ 書籍代 他

8 ．燃料費 ２５５ 公用車燃料費

9 ．通信運搬費 ４０ 郵送料

10 ．委託料 １２,０６０ 経営戦略改定業務委託料　他

11 ．手数料 ７１ 金融機関手数料　他

12 ．使用料 １６５ 起債管理システム使用料

13 ．修繕費 ３４７ 車検修繕料 他

14 ．負担金 ６８６ 日本下水道協会会費 他

15 ．保険料 ８８ 自動車損害保険料

16 ．公課費 １４ 自動車重量税

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

7 ．流域下水道維持管理費 ７３３,３６２

8 ．減価償却費 １,３７２,２４５

9 ．資産減耗費 １７,９２８

2 ．営業外費用 １３１,５６０

1 ．支払利息及び企業債利息 １１１,５５９

2 ．雑支出 ２０,００１

3 ．特別損失 ３５０

1 ．過年度損益修正損 ３５０

4 ．予備費 ３,０００

1 ．予備費 ３,０００

２,５７７,１４２

款 項 目

支 　出 　合　 計
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1 ．負担金 ７３３,３６２ 流域下水道維持管理負担金 他

1 ．有形固定資産減価償却費 １,０７４,３６６ 構築物減価償却費 他

2 ．無形固定資産減価償却費 ２９７,８７９ 施設利用権減価償却費

1 ．固定資産除却費 １７,９２８ 固定資産除却費

1 ．企業債利息 １１１,２４９

2 ．資本費平準化債利息 ６３

3 ．一時借入金利息 ２４７

1 ．消費税及び地方消費税 ２０,０００

2 ．その他雑支出 １

1 ．過年度損益修正損 ３５０ 下水道使用料還付金

1 ．予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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２．資本的収入及び支出

（１）　収　　　入

予　定　額

1 ．資本的収入 １,３２３,６５９

1 ．企業債 ６５５,６００

1 ．企業債 ６５５,６００

2 ．他会計出資金 ４２,１９９

1 ．他会計出資金 ４２,１９９

3 ．他会計補助金 ７９,７６０

1 ．他会計補助金 ７９,７６０

4 ．国庫補助金 ５４６,１００

1 ．国庫補助金 ５４６,１００

１,３２３,６５９

款 項 目

収 　入 　合　 計
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（単位：千円）

1 ．下水道事業債 ６５５,６００
公共下水道事業(下水道債、過疎対策債）
流域下水道事業(流域下水道債）

1 ．一般会計出資金 ４２,１９９

1 ．一般会計補助金 ７９,７６０

1 ．公共下水道国庫補助金 ５４６,１００
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

備　　　　　　　　　　考
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（２）　支　　　出

予　定　額

1 ．資本的支出 １,８５４,７９８

1 ．建設改良費 １,２８１,３７０

1 ．公共下水道費 １,１２６,２２２

2 ．流域下水道費 １５５,１４８

2 ．企業債償還金 ５７３,４２８

1 ．企業債償還金 ５７３,４２８

１,８５４,７９８支　 出 　合 　計

款 項 目
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（単位：千円）

1 ．給料 １６,１６５ 職員３名分、再任用職員１名分

2 ．手当 ８,３３９ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ２,２８６ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 ７,００７ 職員共済組合負担金 他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ４３６ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 ．旅費 １８５ 出張旅費　他

7 ．備消品費 ４５０ コピー代　他

8 ．印刷製本費 ５０ 図面青焼代

9 ．委託料 ８６１,８４０ 測量・設計委託料　他

10 ．賃借料 ４２５ コピー機リース料　他

11 ．工事請負費 ２０６,５４８

12 ．補償費 ２２,２６４ 支障物件等移設補償費

13 ．負担金 ２２７ 研修参加負担金

1 ．負担金 １５５,１４８ 流域下水道建設事業負担金

1 ．企業債償還金 ５６６,８９３

2 ．資本費平準化債償還金 ６,５３５

備　　　　　　　　　　考
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１　総　　　　　括

( 2 )

― 9

( 1 )

― 11

( 1 )

― △ 2

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

比　較 △ 138 0 △ 268 △ 207 

前年度 954 1,302 2,898 752 

本年度 816 1,302 2,630 545 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　　　　　　　較 0 △ 4,332 

前　　　年　　　度 0 47,328 

本　　　年　　　度 0 42,996 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

給　　　　　与　　　　　費　　

区 分

職 員 数        　給

特別職
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△ 1,127 △ 140 △ 528 △ 525 1,078 △ 575 △ 42 

2,099 260 7,430 6,180 2,156 6,622 78 

972 120 6,902 5,655 3,234 6,047 36 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円）

△ 7,949 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当

△ 2,472 △ 6,804 △ 1,145 

30,731 78,059 22,425 100,484 

（千円） （千円） （千円）

28,259 71,255 21,280 92,535 

手　　当  計

（千円）

　　明　　　　　細　　　　　書

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
備 考
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（１）　会計年度任用職員以外の一般職員

( 2 )

― 9

( 1 )

― 11

( 1 )

― △ 2

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（２）　会計年度任用職員

( 0 )

― 0

( 0 )

― 0

( 0 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

0 

前年度 0 0 0 0 

本年度 0 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

比　　　　　　　較 0 0 

区 分

職 員 数

前　　　年　　　度 0 0 

（人） （人） （千円）

本　　　年　　　度 0 0 

（千円）

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

       　給

△ 207 

前年度 954 1,302 2,898 752 

本年度 816 1,302 2,630 545 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 △ 138 0 △ 268 

比　　　　　　　較 0 △ 4,332 

区 分

職 員 数

前　　　年　　　度 0 47,328 

本　　　年　　　度 0 42,996 

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円）

       　給

（千円）
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0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

0 

0 0 0 0 

0 

0 0 0 

（千円）

0 0 0 

（千円） （千円） （千円）

備 考手　　当

1,078 △ 575 

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
 計

△ 42 △ 1,127 △ 140 △ 528 △ 525 

2,099 260 7,430 6,180 2,156 6,622 

6,902 5,655 3,234 6,047 

78 

（千円） （千円）

36 972 120 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

100,484 

△ 2,472 △ 6,804 △ 1,145 △ 7,949 

92,535 

30,731 78,059 22,425 

28,259 71,255 21,280 

備 考手　　当  計

  与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計

（千円） （千円） （千円） （千円）
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

高 校 卒 １７６，１００ 　　　　　　　　　　　　―

大 学 卒 ２０２，４００ 　　　　　　　　　　　　―

区 分
事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

その他の増減分

△２，８７４

区 分

その他の増減分

△４，７９５

手 当 △２，４７２

制度改正に伴う増減分

４０２

給 料 △４，３３２

給与改定に伴う増減分

２００

昇給に伴う増加分

２６３

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）
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１７６，１００ １７６，１００

２０２，４００ ２０２，４００

一　般　会　計　の　制　度

  一  般  行  政  職  （円）   技  能  労  務  職  （円）

－

４８．６ －

３４１，９６４ －

４１３，６３１

－

５１．４ －

３５１，６００ －

４２２，６７９

職員の異動等によるもの

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職員の異動等によるもの

期末手当、勤勉手当改正

給料改定率

０．４７％

昇給率

０．６２％

説 明 備 考
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（３）　級別職員数

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計
１１

７級
１

６級

５級
３

４級
４

３級
１

２級
２

９

令和５年１月１日現在

１級

計
２

７級

２

６級

５

５級

１

４級

１

３級
１

２級
１

令和６年１月１日現在

１級

区 分
事　　務　　職　　・　

級 職 員 数 （人）
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

６ 級 ７ 級

課 長 次 長 部 長

５ 級

計
１００．０ ０ ０．０

７級
９．１ ０ ０．０

６級
０ ０．０

５級
２７．２ ０ ０．０

４級
３６．４ ０ ０．０

３級
９．１ ０ ０．０

２級
１８．２ ０ ０．０

０ ０．０

１００．０ ０ ０．０

１級

０ ０．０

１００．０
計

０ ０．０

７級

２２．２ ０ ０．０

６級

５５．６ ０ ０．０

５級

１１．１ ０ ０．０

４級

１１．１ ０ ０．０

５０．０
３級

０ ０．０

５０．０
２級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１級

　技　　術　　職 技 能 労 務 職

構 成 比 （％） 級
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

一 般 会 計 の 制 度
（１．１７５） （１．１７５）

２．２５０ ２．２５０

前 年 度
（１．１５０） （１．１５０）

２．２００ ２．２００

本 年 度
（１．１７５） （１．１７５）

２．２５０ ２．２５０

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７２．７

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

３号給 （人） ２

４号給 （人） ６

２号給 （人） ０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ８

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） １１

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７７．７

６号給 （人） ０

８号給 （人） ０

３号給 （人） ２

４号給 （人） ５

２号給 （人） ０

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ７

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ９
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（２．３５０）
有

４．５００

（２．３００）
有

４．４００

（２．３５０）
有

４．５００

支 給 率 計 職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
（月分）

７２．７ ―

０ ―

０ ―

２ ―

６ ―

０ ―

０ ―

―

８ ―

１１

７７．７ ―

０ ―

０ ―

２ ―

５ ―

７ ―

０ ―

０ ―

９ ―

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

- 26 -



（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異

扶 養 手 当 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０

令和６年１月１日現在 （％）

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０

（％）

支 給 対 象 職 員 数 （人） １１

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ６

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ６

一般会計の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

（支給率等）

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

区 分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者
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差 異 の 内 容

０．０ ―                   

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

０．０ ―                   

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

備考

（月分）

４７．７０９

最 高 月 数
そ の 他 の
加 算 措 置 等
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 542

　　　減価償却費 1,372,245

　　　固定資産除却費 17,928

　　　引当金の増減額（△は減少） 342

　　　長期前受金戻入額 △ 881,000

　　　支払利息 111,559

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 8,599

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 128,158

　　　　　小計 484,859

　　　利息の支払額 △ 111,559

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 373,300

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,026,274

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 141,045

　　　国庫補助金等による収入 468,055

　　　一般会計からの繰入金による収入 79,760

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 619,504

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 731,800

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 573,428

　　　他会計からの出資による収入 42,199

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 200,571

　資金増加額（又は減少額） △ 45,633

　資金期首残高 76,415

　資金期末残高 30,782

  令和６年度木津川市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．

（１）下 水 道 使 用 料 1,053,384

（２）他 会 計 負 担 金 21,739

（３）そ の 他 営 業 収 益 1,016 1,076,139

２．

（１）管 渠 費 20,572

（２）処 理 場 費 133,439

（３）雨水幹線維持管理費 2,326

（４）普 及 指 導 費 500

（５）業 務 費 59,048

（６）総 係 費 65,099

（７）流域下水道維持管理費 569,097

（８）減 価 償 却 費 1,353,637

（９）資 産 減 耗 費 23,146 2,226,864

営　業　損　失 1,150,725

３．

（１）他 会 計 負 担 金 284,373

（２）他 会 計 補 助 金 118,058

（３）長 期 前 受 金 戻 入 862,499

（４）雑 収 益 423 1,265,353

４．

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 利 息

113,789

（２）そ の 他 営 業 外 費 用 1 113,790 1,151,563

経　常　利　益 838

５．

（１）そ の 他 特 別 利 益 1 1

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 319 319 △ 318

520

1,025

1,545

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前 年 度繰 越利 益剰 余金

当年度未処分利益剰余金

令和５年度木津川市公共下水事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営  業  外  収  益

営  業  外  費  用
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資 産 合 計 35,805,526

流 動 資 産 合 計 610,415

貸 倒 引 当 金 △ 3,500 534,000

(2) 未 収 金 537,500

(1) 現 金 預 金 76,415

2 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503

固 定 資 産 合 計 35,195,111

イ 基 金 30,503

無 形 固 定 資 産 合 計 4,099,270

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 4,099,270

有 形 固 定 資 産 合 計 31,065,338

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,490 274

ヘ 建 設 仮 勘 定 82,282

減 価 償 却 累 計 額 △ 398,729 633,224

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,909,632 29,614,560

ニ 機 械 及 び 装 置 1,031,953

ハ 構 築 物 36,524,192

ロ 建 物 112,716

減 価 償 却 累 計 額 △ 31,370 81,346

イ 土 地 653,652

(1) 有 形 固 定 資 産

資　産　の　部
1 固 定 資 産

令和５年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）
（令和６年３月３１日）

（単位 千円）
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480,449

資 本 合 計 6,669,984

負 債 資 本 合 計 35,805,526

イ 当年度未処分利益剰余金 1,545

利 益 剰 余 金 合 計 1,545

剰 余 金 合 計

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503

資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

ニ 国 庫 補 助 金 309,484

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860

ハ 工 事 負 担 金 61,710

5,808

ロ 他 会 計 負 担 金 68,539

(1) 資 本 剰 余 金

イ 寄 附 金

6,189,535

7 剰 余 金

6,189,535

資 本 金 合 計

6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

資　本　の　部

21,346,494

負 債 合 計 29,135,542

繰 延 収 益 合 計

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 5,759,414

(1) 長 期 前 受 金 27,105,908

962,726

5 繰 延 収 益

そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

流 動 負 債 合 計

イ 預 り 金 500

1,091

引 当 金 合 計 6,673

(4) そ の 他 流 動 負 債

イ 賞 与 引 当 金 5,582

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

382,125

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計 573,428

(2) 未 払 金

566,893

ロ そ の 他 の 企 業 債 6,535

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 6,826,322

企 業 債 合 計 6,826,322

ロ そ の 他 の 企 業 債 5,717

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,820,605

負　債　の　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債
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資 産 合 計 35,466,081

流 動 資 産 合 計 573,381

貸 倒 引 当 金 △ 3,200 542,599

(2) 未 収 金 545,799

(1) 現 金 預 金 30,782

2 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503

固 定 資 産 合 計 34,892,700

イ 基 金 30,503

無 形 固 定 資 産 合 計 3,942,437

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 3,942,437

有 形 固 定 資 産 合 計 30,919,760

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,576 188

ヘ 建 設 仮 勘 定 2,722

減 価 償 却 累 計 額 △ 436,199 661,395

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,923,188 29,524,644

ニ 機 械 及 び 装 置 1,097,594

ハ 構 築 物 37,447,832

ロ 建 物 112,716

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,557 77,159

イ 土 地 653,652

(1) 有 形 固 定 資 産

資　産　の　部
1 固 定 資 産

令和６年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
（令和７年３月３１日）

（単位 千円）
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480,991

資 本 合 計 6,712,725

負 債 資 本 合 計 35,466,081

イ 当年度未処分利益剰余金 2,087

利 益 剰 余 金 合 計 2,087

剰 余 金 合 計

ヘ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503

資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

ニ 国 庫 補 助 金 309,484

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860

ハ 工 事 負 担 金 61,710

5,808

ロ 他 会 計 負 担 金 68,539

(1) 資 本 剰 余 金

イ 寄 附 金

6,231,734

7 剰 余 金

6,231,734

資 本 金 合 計

6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

資　本　の　部

20,933,554

負 債 合 計 28,753,356

繰 延 収 益 合 計

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 6,640,413

(1) 長 期 前 受 金 27,573,967

813,896

5 繰 延 収 益

そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

流 動 負 債 合 計

イ 預 り 金 500

1,166

引 当 金 合 計 7,213

(4) そ の 他 流 動 負 債

イ 賞 与 引 当 金 6,047

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

253,967

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計 552,216

(2) 未 払 金

547,605

ロ そ の 他 の 企 業 債 4,611

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 7,005,906

企 業 債 合 計 7,005,906

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,105

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

7,004,801

負　債　の　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債
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期 間 金 額 期 間 金 額
国 庫
補 助 金

企 業 債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

加茂浄化センター汚泥
処理設備工事
(日本下水道事業団委託)

(460,000)
488,000

令和５年度 31,000 令和６年度 429,000 235,950 193,000 50

加茂浄化センター電気
設備工事その４
(日本下水道事業団委託)

(166,000)
178,000

令和５年度 16,800 令和６年度 149,200 82,060 67,100 40

経営戦略改定業務
(10,000)
10,000

令和５年度 令和６年度 10,000 10,000

木津川流域関連木津川
市公共下水道事業計画
変更業務

(7,000)
7,000

令和５年度 令和６年度 7,000 7,000

令和６年度木津川市公
共下水道加茂浄化セン
ターの建設工事委託に
関する協定
(日本下水道事業団委託)

(1,404,000)
1,404,000

令和６年度
～

令和７年度
1,404,000 772,200 631,800

木津川上流流域関連木
津川市公共下水道事業
計画変更業務

(9,000)
9,000

令和６年度
～

令和７年度
9,000 9,000

合　　計
(2,056,000)
2,096,000

47,800 2,008,200 1,090,210 891,900 26,090

注：（　）内の数値は支出予定額　

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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